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第１ 総論 

 

 １ 本県の教員を取り巻く現状 

○ 教員の年齢構成に偏りがある。 

○ 学校の小規模化に伴う配置教員数の減少により、同じ教科の中で切磋琢磨す

る機会が減少している。 

○ 大量退職時代に入り、若年教員が急増している（切磋琢磨するチャンスの到

来）。 

○ 複式学級を有する小・中学校が増加している。 

○ 高知市と中山間部とでは、学校規模に大きな差がある。 

 

 

 ２ 教員の人材育成を図る上での課題 

○ 教員の年齢構成の偏りや小規模校化等、学校ＯＪＴが脆弱である。 

○ 学校が組織として動く力が弱い。 

○ 教員の人材育成が体系化されていない。  

 

 

 ３ 目指すべき姿 

○ 学校力を高めるための人材育成 

○ 学校力（学校課題の解決力に組織的に取り組める力）の高い学校を実現する

中で、それぞれの教員の力量の高まりを実現する。 

 

 （１）学校の姿 

○ 教員一人ひとりの力が相乗効果として発揮される学校 

○ 教員の努力が成果に結び付く学校 

○ 組織的、継続的に学び続ける学校 

 

 （２）教員の姿 

○ 授業力、学級・ＨＲ経営力等、教育に関する力量（専門性）を持った教員 

○ 授業力、学級・ＨＲ経営力等、教育指導に関する確かな力量を持った教員 

 

○ 子どもたちの創造性を伸ばし、社会参加を促す教育実践ができる教員 

 

○ 組織人として成熟した（組織の中で上手に仕事をしていく技術を持った）

教員 

○ 教員としてのキャリア、役割に応じた、協働力、マネジメント力を発揮す

る教員 
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 ４ 人材育成の在り方についての基本的な考え方方向性 

 （１）教員の資質・指導力の向上は学校でのＯＪＴが基本 

○ 教員の資質・指導力は、学校での実践を省察し、向上させていくことが基

本であり、学校での実践を離れては達成できない課題である。 

○ 学校での実践で、チームとしての教員が省察と反省の振り返りを通じて、

理論知と実践知を融合させながら指導力を高めていくことが不可欠である。 

○ 学校でのＯＪＴを基礎とし、Ｏｆｆ－ＪＴについても、学校に焦点を当て

た研修、教員集団の協働性に基づく研修を中心として行っていく必要がある。 

 

 （２）教員集団の協働性に基づき学校力を上げていくことが重要 

○ 教員の資質・指導力の向上は、教員一人ひとりの成長だけでなく、教員集

団の協働性に基づく学校力の向上（教員集団の資質向上）が目的である。 

○ 従来の個人を対象とした研修を実施しつつも、教員の協働性に基づいて行

われる研修によって、チームとしての指導力を高めていく研修が必要である。 

 

 （３）教員の養成・採用・研修の体系的・一体的な取組が必要 

○ 教員の専門性は、大学における「理論知」と現場における「実践知」を融

合することによって結実することができる。 

○ 教員の養成、採用、研修といった教職生活全体を通じて、教員の資質・指

導力を体系的に向上させることが必要である。 

○ 学校における持続的で、実践的な研修システムの整備が重要である。 

○ 教育行政による支援の仕組みも必要である。 

 

 

 ５ 人材育成方針策定の柱 

 （１）高知県の教員スタンダード（年次ごとの到達目標） 

○ 本県として３年・５年・１０年までに身に付けてほしい教員のイメージ（高

知県の教員スタンダード）を示すことが必要である。そうすることで、教員

はゴールイメージを持って研修することができる。 

○ 採用後の教員がまず身に付けなければならない力は授業力である。 

○ 高知県の教員スタンダードの中核をなすのは、授業スタンダードである。 

○ 校内研修やＯｆｆ－ＪＴを実施する際には、それに関わる指導教員や指導

主事が授業スタンダードを踏まえて行う必要がある。その上で実践的な知識

や経験を伝える必要がある。 

○ 高知県の教員スタンダードを大学に示すことによって、大学の教員養成に

おいても、それを意識して取り組んでもらうことが望ましい。 
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 （２）集中的な育成期間 

○ 採用（臨時的任用も含む）後の３年間程度の集中的な育成期間を設定して

取り組むことが必要である。 

○ この期間に、授業スタンダードをはじめ、本県として統一したスタイル（教

員としての基礎的技能）をすべての教員に徹底する必要がある。 

 

 

 （３）スキルチェックを基礎にした育成計画 

○ 採用までの経験が多様であり、採用後に身に付けた教員としての指導力も

様々であるため、スキルチェック（年次ごとの目標の到達状況の確認）が必

要である。スキルチェックを行う際には、管理職だけでなく自己評価も必要

である。 

○ スキルチェックを基礎にして、教員一人ひとりの育成計画を立てていくこ

とが重要である。 

○ 育成計画に基づく育成を行うため、研修の機会の設定等、環境整備を図る

必要がある。 

○ スキルチェックをしていくためには、外部の評価も取り入れることが求め

られる。 
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第２ 各論 

 

 １ 学校のＯＪＴと教育センター等のＯｆｆ－ＪＴの充実 

 （１）現状  

○ 組織で動くことに対して職員の意識が弱く、組織であるはずの学校が組織

として動いていない。 

○ 学年、学校全体を見通した教育計画や教科指導に弱さが見られる。 

○ 一定期間（３年間）かけて学校で組織的に育てるという意識が弱い。 

○ 先輩が若年教員を指導するといった学校組織になっていない傾向がある。 

○ 教育センター等での研修成果や情報が学校で生かされていない。 

○ 教科一人配置の学校が多く、校内で教科力を育てることが難しい。 

○ 教育センター等の研修では、ニーズに合わせた専門研修が少なく、学校で

使える具体的なツールの提供も不足している。 

 

 

 （２）課題  

○ 学校の組織力や継続力が弱い。 

○ 中堅教員（主任・主事等のミドルリーダー）に対するマネジメント力の育

成が十分でない。 

○ 学校では定期的に校内研修を行っているが、特に小規模校では、研修手法

が限定されやすい。 

○ 広域や近隣の学校を結ぶネットワークが十分に構築されていない。 

○ 臨時的任用教員には一定の研修は実施されているが、初任者研修は実施さ

れていない。 

○ 一定の基礎的な技能が身に付いた後に、教員が主体的に選択できる研修メ

ニューが少ない。 

○ 教員のニーズやキャリア形成に応じた専門研修が少ない。 

○ Ｏｆｆ－ＪＴは個人で、学校は組織で動くのでは、研修を学校で生かすこ

とが難しい。 

 

 

 （３）取組の方向性 

① 学校のＯＪＴ・ＯＪＤの充実 

○ 力のある学校づくりは、一人の飛び抜けて優秀なカリスマ教師によって

実現できるものではない。 

○ 学校のＯＪＴ・ＯＪＤの充実を図る上では、チームとしての教員集団の

教育力（学校力）をどう向上させるかという視点が必要である。 

○ 高知県の教員スタンダードを基礎として、現場で実践・応用する力は、

学校ＯＪＴで鍛える必要がある。   
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○ 教員が授業力を高めていくためには、地域や保護者への授業の公開や、

教員同士で授業を批評し合う場を通して、自己研さんに取り組むことが求

められる。 

 

ア 教員のマネジメント力の育成 

○ マネジメントには組織マネジメント、カリキュラムマネジメント、リ

スクマネジメントの３要素がある。組織マネジメントだけではなく、カ

リキュラムマネジメントとリスクマネジメントも求められている。 

○ 学校力を伸ばしていくためには、教員のマネジメント力を高めていく

必要がある。 

○ 教員のマネジメント力は、管理職においてのみ求められるものではな

く、教員としての役割、キャリアに応じて、発揮することが求められる

ものである 

○ したがって、校務分掌のリーダーにすることがとして動く中でマネジ

メント力の育成にもつながる。例えば、教務主任や研究主任はカリキュ

ラムマネジメント力、学年主任は組織マネジメント力、生徒指導主事や

人権教育主任はリスクマネジメント力の育成に有効である。 

○ 校務分掌の主任・主事を年功序列や輪番制で任せることでは、ミドル

リーダーとしてのマネジメント力は育たない。人材育成の仕組みとキャ

リアに応じたポジションが対応しながら動いていくと教員のマネジメン

ト力が育ち、機能する。 

○ ミドルリーダーとしてのマネジメント力の育成には、役割、キャリア

に応じたマネジメント研修が対応して実施されることとが有効である。 

○ 校務分掌を適切に割り振り、様々な校務分掌を経験させながら、マネ

ジメント力のある中核的な人材を育成していくといった体系的な仕組み

が必要である。 

○ 地域の活動の中にもマネジメント力を磨く場がある。地域コミュニテ

ィに参加させ、リーダーをさせることでマネジメント力も育つ。 

 

イ 校内研修の活性化 

○ 学校としての目標に向かった校内研修をやっていくべき。 

○ 学校力の向上のためには、学校としての課題を共有し、その解決・達

成に焦点化した校内研修を展開すべきである。それが学校の組織体をつ

くっていくことにつながる。 

○ 学級の壁、学年の壁を越えて学校全体としてのベクトル合わせをする

のが校内研修の大きな目的の一つである。 
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（ア）学校の課題解決に向けてのベクトル合わせ 

○ 校内研修のテーマ設定の前提には、その学校の児童生徒のよさや問

題等の整理とその共有が不可欠である。そして、それを踏まえて、自

校の児童生徒の課題を設定し、は、その学校の課題をどのように解決

していくかに焦点化したものとすべきである。例えば、授業研究につ

いても教科を中心とした内容に加え、学校自校の課題に焦点化した内

容についてもしっかりと行う必要がある。 

○ 学校としての教育課題については、教員集団の協働的な研修を通し

て解決に向けたベクトル合わせを行う必要がある。 

 

 

（イ）授業研究の積極的な公開 

○ 授業実践を通じて互いに高め学び合い、批判し合うことが教員の指

導力を高める上で効果的である。 

○ 校内研修は、子どもの学びがどうであったかというところに視点を

当て、教科の特性だけでなく、違いに関わらず研修を展開する工夫が

有効である。他教科の教員であっても意見が言いやすいような場づく

り校内研修の運営が必要である。 

○ 校内で教員同士が授業を見せ合い、批評し合う授業研究の積極的な

展開が必要である。（削除、重複） 

○ 外部の視線に晒されながら自分の授業を向上させていくような、緊

張感のある取組が必要であり、第三者からの意見が、教員にうまく返

していけるような仕組みがあるとよい。 

 

（ウ）校内研修のマネジメント 

○ 教育センターが校内研修をマネジメントし、校内研修の高度化を図

っていくことが望ましい。まずは、重点的に校内研修を支援する学校

を指定し、その成果を発信することで波及効果を狙う拠点校方式が良

い望ましい。 

○ 校内研修に指導主事を派遣し、学校力を高めるための出前講座・研

修を行うことが有効である。その上で、校内研修のさらなる活性化の

ためには、大学の力を求めることも一つの方法積極的に活用すること

も有効である。 

○ 学校の規模や状況に応じた研修システムの構築が必要である。 

 

ウ 広域の校内研修・教科会 

○ 小規模校化が進んでいる町村では、小中連携を基軸として、地域の小

中学校でユニットを組み、児童生徒理解や教科指導等に一貫性を持った

校内研修となるような工夫が必要である。さらに、複数の学校・町村が

関わる広域的な校内研修・教科会を新たに組織することも必要である。 
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○ 自治体と自治体がつながることが重要であり、市町村や学校の境界を

越えて研修をしていく必要がある。各地の教育研究所と教育センターが

共同で研修を運営していくことも検討すべきである。 

 

エ 学校コンサルチームの創設 

○ 教育センターがＯｆｆ－ＪＴに加え、学校のＯＪＴを支援するための

学校経営や校内研修のコンサルティング業務を行うことは、非常に新し

い取組であり、校長のマネジメント上の課題の解消等、学校の実態に即

して学校力を高める上で有効と考えられる。 

○ 教育センターに学校コンサルチームを設置し、学校現場の研修活動に

関するコンサルティング業務に取り組むことが望ましい。 

○ その際には、教員の再任用制度と絡めて、学校マネジメントに力量を

発揮した校長等を活用する仕組みを検討することが望まれる。 

○ 学校コンサルチーム派遣事業の特徴（良さ）は、教員が生き生きと目

標に向かって活動している姿を校長が見て、教員の新たな側面を知ると

同時に、校長自身がどういう学校経営をしたら良いかを考えるところに

ある。 

 

 

② 教育センター等のＯｆｆ－ＪＴの充実 

○ 教員には不断の自己研さんを行う責務がある。教員にとって研修は、子

どもたちの学びの向上に還元するために、自らの資質・指導力の向上を図

るために取り組むべきものであり、教員個々の恣意性に委ねられるもので

はない。 

○ 教職の専門性を高めるため、研修にしっかりと取り組むことが教員とし

ての職業倫理にかなうものである。 

○ Ｏｆｆ－ＪＴの実施に当たっては、本県の地域性（高知市一極集中、中

山間地域の小規模校化、複式学級化）を意識した研修を実施していく必要

がある。 

○ 研修の仕組みを整備する際には、教員の研修意欲を高める工夫が必要で

ある。教員のやりがい、生きがい、抱えている課題と研修メニューのマッ

チングが重要である。 

○ 教員が主体的に研修を選択し、自らの資質・指導力を高めていくという

意識の醸成も必要である。 

○ 研修参加への目的意識を持たせるためにも、研修経歴等とキャリアの対

応づけた人事・研修システムを構築することが考えられる。 
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ア 教育センターの研修・研究の機能強化 

○ 高知県の教員スタンダードを徹底して研修すべきである。 

○ 高知県の教員スタンダードが確実に身に付くような研修体系を構築す

る必要がある。 

○ 例えば、こういう教科をもう少し巧くできるようにしたい、教務主任

に必要な力を身に付けたいといった教員のニーズに応える研修メニュー

の整備が必要である。 

○ 今日的課題、社会的ニーズに応じて、コーチング力（職員の可能性を

引き出し、その職員の自主的な前進を支援するコミュニケーションスキ

ル）の育成等、新たな内容を加えていくことで、研修の質の向上を図っ

ていく必要がある。 

○ 本県の教育課題に対する詳細な分析や先進的な取組等の資料収集・情

報提供は、教育センターの大きな役割の一つである。 

 

（ア）若年教員育成プログラムの拡充 

○ 教職生活全体の中で必要な資質・指導力の向上のための研修は、教

員全員に共通的なものとして取り組まれるべき。特に、５年程度まで

は、共通の研修メニューが必要である。それ以降は、キャリアに応じ

て展開する視点が必要である。 

○ チーム協働研修は、理論知を身に付けるだけでなく、身近な先輩の

実践を学び、課題の解決にチームで取り組む模擬体験の場として、学

校のＯＪＴの充実につながる有効な研修であり、若年教員が自信を持

って教育実践ができるようになるという効果もある。 

○ ドイツの試補センター（初任者教員を在籍させ、講義や演習等のＯ

ｆｆ－ＪＴを実施する組織）のような取組を研究してみてはどうか。 

 

（イ）１０年経験者研修の見直し 

○ １０年経験者研修は、本来、教員の個別の課題に即した内容を実施

するものであり、個々の教員に応じた研修内容とすべきである。 

○ １０年経験者研修の中に、それまでの自分の教育実践を振り返り、

自己課題をテーマにレポートを作成する研修を入れてはどうか。 

○ プレゼンテーション能力や文書作成能力を確実に鍛えるべきである。 

 

（ウ）シンクタンク機能の構築 

○ 全国学力・学習状況調査や生徒指導上の諸課題等のデータ分析を、

大学と教育センターが協働して取り組んでいくシステムづくりが必要

である。 

○ 教育センターが研究協力校を指定し、大学教員も入ったプロジェク

トチームで実践研究に取り組むシステムが必要である。 

○ 教育センターが研究課題に取り組んでいく上で、外部資金の導入や
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外部資源の活用を積極的に検討してはどうか。 

 

イ 優れた授業に関する映像等のアーカイブ化 

○ 閉ざされた環境にせず、優秀な教員の授業を見て、磨いていくことが

必要である。 

○ 全国の優れた教員の授業、優れた学習指導案を収集・整備することが

必要である。 

○ 教員がそれを参考にしながら自分の授業づくりを行える条件整備が必

要である。 

○ 教育現場での優れたもの、「エクセレンス」を教育センターが集約し

て、それを県内の教員に広く活用してもらう仕組みづくりが必要である。 

○ 特に小規模校の教員にとっては、「この教科のこの単元では、こうい

う教え方もあるのだ」といった動機を喚起させる上で重要である。 

 

 

③ 学校のＯＪＴとリンクした新しい研修スタイルの構築 

○ 教員の資質・指導力の向上のためには、採用後３年間で技術（高知県の

教員スタンダード）を教え、そしてそれを実践の中で技能に高めていくと

いう努力が必要である。 

○ 学校での指導教員による実践的な指導と、教育センター等での指導技術

に関する研修を一体化させる必要がある。 

○ 若年教員を対象とした研修内容を組み立てる際には、現場での経験と実

践の振り返りの中で、初任者自身が省察し身体化された技能として獲得し

ていく過程を想定して研修内容を組み立てる必要がある。 

 

ア ユニット型研修 

○ 個々の教員を抽出した研修（個人を対象とした研修）では、教育セン

ター等で習得した知識やスキルを、学校改善に結び付けることが難しい

（学校で動けない）。  

○ 学力の向上のためには、教育センター等で習得した知識、スキル、考

え方を共有したグループ（ユニット）を学校に返すことが有効である。 

○ したがって、学校の課題解決に向けて、学校全体で知識や思いを共有

し、ベクトルを合わせて実践ができるようにするためには、校長と教頭、

教頭と研究主任等、一定のユニット（学校改善のユニット）を対象に研

修を行うことが有効である。 

○ 例えば、研修で実践の計画を立て、学校で実践し、次の研修で実践を

振り返るといったＯｆｆ－ＪＴとＯＪＴがセットで回る仕組みをつくる

ことが考えられる。 

○ そして、学校での実践の成果を、教育センター研修で持ち寄り他校の
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教職員とともに交流・検討する研修が設定されれば（Ｏｆｆ－ＪＴ⇒Ｏ

ＪＴ⇒Ｏｆｆ－ＪＴのサイクルの仕組みをつくれば）、教育センター等

の研修が学校の実践に有効に機能することが期待できる。 
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 ２ 学校力を高めるための関係機関との連携強化 

 （１）現状  

○ 大学や外部機関との連携が弱い。 

○ 市町村の教科部会の取組の充実度に差がある。 

○ 市町村単位の教育研究所を中心とした現行の研究は、非常にローカルな研

究であり、県内に広がっていない印象を受ける。 

 

 

 （２）課題  

○ 教員養成の４年間では、授業の基本形を教えることはできても、へき地の

小規模校や複式学級での授業方法を教えるには時間が不足している。 

○ 大学と学校とをつなぐ窓口が一本化されていない。 

○ 現状の教育研究所は脆弱な体制であり、機能が十分に発揮できない。 

○ 教育研究所同士の連携や県の教育研究所連盟の組織力が脆弱である。 

 

 

 （３）取組の方向性 

① 大学との連携 

○ 大学と県教委との連携には、研修の共同実施・企画や共同研究があり、

互恵性をベースにした取組が求められる。本県の学校の現状を考えると、

連携のテーマは、「管理職のマネジメント力の育成」「ミドルリーダーの

育成」「指導主事の育成」がふさわしい。 

○ 連携の目的は、課題の共有化であり、本県の教育課題が大学においても

課題になってこそ連携や協働が可能である。 

○ 大学等関係機関と教育委員会、学校が教育課題を共有することによって、

連携の深まりとその実質化が期待できる。 

○ １０年に１度の免許更新講習は、新しい知識を吸収し、教員自身がリフ

レッシュでき、意欲を高めて学校で指導できるような専門知識の習得の機

会として活用すべきである。 

○ 高知県の教員スタンダードを大学に示すことによって明示することで、

大学の教員養成教育においての在り方にも影響を及ぼすことが期待できる。

それを意識して取り組んでもらうことが望ましい。例えば、これにより、

大学と教育委員会が教員像を共有することで、養成教育の質的な変化がも

たらされ、採用後の基礎的な技能の習得が、例えば３年間から２年間に短

縮すること等や、初任者研修の見直し等が期待できる。 
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ア 校内研修の高度化 

○ 校内研修への大学教員の活用は、校内研修の高度化に有効である。 

○ 大学や教育センターが校内研修を支援し、量から質への転換に取り組

むことが望まれる。 

○ 大学教員が一定期間、見通しを持って学校に関わることで、その学校

の課題を十分理解し課題解決の提案促進が期待できる。単発招聘型から

継続協働型へ、大学との連携の在り方を見直すことが必要である。 

○ 教育学全体を通じて専門分野が細分化しているため、複数の大学教員

によるチームで学校現場に関わっていくような体制が必要である。 

 

イ 大学院等への長期派遣 

○ 大学院派遣等を人材育成の観点から捉え直す必要がある。希望者では

なく、人事施策の中に大学院派遣等の長期研修を位置付けると、より効

果を発揮するのではないか。 

○ 県教委として人材育成の施策上の狙いを持って、中核的な教員を大学

院（教職大学院）等で養成するといった仕組みに切り替えるべきである。 

○ リーダーになったときにタイミングよく大学院派遣等の長期研修と出

会う仕組みを検討すべきである。 

○ 大学院修了生の成果を吟味しながら、人材の育成・活用という観点か

ら、派遣と修了後の処遇のあり方についても、一定の施策を打ち出すこ

とが望ましい。 

 

ウ 養成・採用・研修の一体化 

○ 本県の教育環境に適応できる実践力を身に付けることは、現行の教員

養成課程の４年間だけでは難しいこと等から、教員の養成・採用・研修

における大学と県教委との連携は欠かせない。 

○ 中堅的な指導主事を客員のような形で２～３年大学に派遣し、教職志

望者を教育しながら自分自身も理論知について研究を深めることができ

る仕組みが必要である。 

○ 退職教員でなく、現職教員が大学の養成学部の教職課程の中で、任期

付きで指導しながら、自らも研究するような仕組みが大学側につくれな

いか。 

 

エ 大学と県教委による新たな組織づくり 

○ 大学と県教委は連携というよりも協働ということで押さえるべきで、

ある。大学の持っている知識を大学教員が学校の教員、指導主事等と実

践的な課題解決に投入し取り組み、教員と一緒にやってみる取組を進め

ていくべき互恵的な関係をつくることが有効である。 

○ 大学との連携を学校が個別にするのではなく、大学と県教委とで協働

的に運営していけるような統一窓口が必要である。 
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○ 大学が継続的にある程度責任を持ちながら、かつ県教委と協働してつ

くっていくような研修の在り方を考えてはどうか。そういった仕組みを

大学と県教委が協働的につくることはできないか。 

○ 大学と県教委とでシンクタンクや共同研究ができるような部署が必要

ではないか。 

 

オ 附属学校における実践研究  

○ 附属学校は、大学と教育センターが協働で取り組む実践研究の場とし

て大きな存在である。 

○ 附属学校における研究成果を県内の学校に生かしていく仕組みづくり

が必要である。 

○ 附属学校での教職経験は、教員のキャリア形成にとって有効であり、

附属学校との人事交流を密にすることも検討してはどうか。 

 

 

② 市町村立教育研究所との連携 

○ 教育研究所の研修成果を県内に広げるために、教育研究所と教育センタ

ーとの連携が必要である。 

○ 市町村の教育研究所や教育センターと研究団体との連携等により、教科

研究の機会を確保するシステムづくりが必要である。 

○ 教育センターが中心となって研究推進体制づくりに取り組むことが望ま

れる。例えば、教科の研究を深めるために、市町村の教育研究所による教

科研究会を、地域や学校の境界を越えた研修にしていく必要がある。また、

教育研究所を複数町村で共同設置することも検討してはどうか。 

 

 

③ その他外部機関との連携 

○ 教育センターが社会と学校とをつなぐハブ機能を持ち、例えば、地域の

人材を特別非常勤講師として学校に派遣していく等の仕組みづくりが必要

である。 

○ 教員を知事部局や市町村長部局に派遣するシステムを検討してはどうか。 

 

ア 企業研修の見直し 

○ 挨拶やマナーといった社会性は、企業研修に派遣しなくても学べるこ

とである。 

○ 単に企業研修に派遣しても、本当にシビアな面まで学ぶことは困難で

ある。 
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イ 民間活力の活用 

○ 学校力の向上のために民間活力を活用する仕組みづくりが検討できな

いか。 

○ ノウハウを持っている民間の教育シンクタンクとの連携も必要ではな

いか。 

○ 教育課題に対して支援する民間団体等について情報収集も必要ではな

いか。 

○ プレゼンテーション能力やコミュニケーション能力に関する研修を実

施する際等に、外部の専門機関を利用できないか。 

○ １０年先を見通した学校力の向上を考えると、もっと大胆に外部機関

を取り込んでいく必要があるのではないか。 
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 ３ 教員の自己啓発・自己研さんの促進 

 （１）現状  

○ 四国の他３県と比較して、自発的に研修に参加する教員が少ない。 

○ 研究会の活動も停滞している。 

○ 自分のやり方がすべてと思っている傾向がある。 

○ 自分から学ぶ意欲があっても活用までに至っていない傾向がある。 

○ 教員自身がテーマを持って研究している人が少ない。 

○ 公的機関以外に教科の専門性を高める場がない。 

○ 自己啓発を支える機関等が身近にない。 

○ 教育研究団体の活動に魅力が少ない。 

 

 

 （２）課題  

○ 教員の自己啓発を促進するモデルと出会う仕組みづくりをする必要がある。 

○ 教員のネットワークづくりができていない。 

 

 

 （３）取組の方向性 

① 社会の変化に対する意識の醸成 

○ 異業種交流やＳＮＳを活用したネットワークづくりといった自己啓発が

求められる。 

○ 狭い世界にとどまらず、外の風を入れる仕組みが必要である。 

 

 

② 教育研究団体の活性化 

○ 県レベル、四国レベルの規模での公開授業等は、授業力の形成や人的な

ネットワークの構築に大きな効果が見込まれる。 

○ 市町村の教育研究所や教育センターと研究団体との連携等により、教科

研究の機会を確保するシステムづくりが必要である。 

○ 各研究団体が合体できれば、教員の視野が広がるのではないか。 

○ 大学が土佐教育研究会等の研究団体にどのように関わるのかを検討して

いく必要がある。 

○ 教員は、自己啓発だけでなく、自己研さんのために研究団体に参画して

いくことが期待される。 
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③ 身近な教員モデルの設定 

○ 自分のモデルになる教員をどうやって見付けるかが重要である。 

○ 高知県の教員スタンダードは、Ｏｆｆ－ＪＴで習得できるが、身近に模

範となる者がいないと、その後の目標がなくなる。 

○ 自分のモデルとなる教員を見付けられるよう、教員のネットワークづく

りが必要である。 

○ 教育研究所や市町村教育委員会に、一人ひとりの教員とモデルを結び付

けるような役割が必要である。 
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 ４ 教育行政による支援 

 （１）現状 

○ 教員が子どもと向き合う時間や、教材研究、授業研究の時間を確保するこ

とが困難である。 

○ 学年主任や教務主任を任せたい、経験豊富で力量ある教員が、初任者の指

導教員となっている。 

 

 

 （２）課題  

○ 若年教員を支援する人的な体制が不十分である。 

○ 教員は、教科のスペシャリストからマネジメントする人への意識の転換が

難しい。 

○ 優れた指導技術等を有する退職教員等を活用するための制度が確立されて

いない。 

○ 教員の研修を充実するため、研修環境や勤務環境の改善等の条件整備が不

十分である。 

 

 

 （３）取組の方向性 

① メンター教員（若年教員への支援者）制度の創設 

○ 採用後３年間は、先輩教員が指導教諭・メンター教員として指導してい

く取組が必要である。 

○ 採用後３年までに身に付く授業力をいかにサポートするかが重要である。 

○ 高知県の教員スタンダードを実践する際には、分からない子どもへの対

応方法等へのメンター教員や周囲の教員の助言が有効である。 

○ メンター教員が若年教員に及ぼす影響は大きいので、その人選、育成、

研修をしっかりと行うことが必要である。 

○ 退職教員の中から指導力のある教員を若年教員の指導に充てるシステム

づくりはできないか。 

 

ア 指導教員 

○ 初任者には指導教員が付いて指導していく体制の整備が必要である。 

○ 初年からの３年間は非常に大切な時期であり、指導教員が付いて指導

していくことが重要である。臨時的任用教員にも指導教員を付けること

が必要ではないか。 

○ 指導教員の教育観も含めて、若年教員は大きな影響を受ける。プラス

の面とマイナスの面があるので、指導教員の資質を上げる必要がある。 

○ 指導教諭を含めて若年教員を担当する教員の人選、研修には特段の配

慮が必要である。 
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イ 管理職 

○ 管理職もメンターの代表でなければならない。 

○ 管理職は、対外的な対応や組織管理だけでなく、教育課程や教育内容

にも強いことが求められる。 

 

ウ 指導主事   

○ 学校や市町村教育委員会に信頼される知見を持った指導主事が求めら

れる。 

○ 特に、教育センターの指導主事には研修をマネジメントする力量が必

要である。 

○ 指導のための経験や実力を備えた上で、指導主事に任用されるべきで

ある。 

○ 指導主事への任用のための試験も有効ではないか。 

 

 

② トップリーダーの育成 

○ リーダーになる前に、リーダーになるためのトレーニングが必要である。 

○ 本県教育界を牽引するトップマネジメントを育成するためには、この人

だという人を育てることが望まれる。 

 

 

③ 退職教員の活用 

○ 平成２５年度からの新たな再任用制度の導入を踏まえ、匠の技を持つベ

テラン教員が若年教員の指導を行うシステムづくりが検討できないか。 

○ 校内研修の指導役として関わっていく仕組みづくりが必要である。 

 

 

④ キャリアの複線化（教科のスペシャリスト系やマネジメント系） 

○ 将来の方向性を自分で見極めて努力していくことができるよう、モデル

キャリアの提示を行う仕組みが必要である。 

○ 例えば、３０歳代の後半で教育行政に関わる道、いわゆる教科のスペシ

ャリストとして指導主事になる道、あるいは、マネジメントをする管理職

になる道等、複線的なキャリアの提示が考えられる。 

○ 複線的なキャリアと研修のリンクが必要である。そうすることで、研修

への意欲も高まる。 
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⑤ 任用体系とリンクした研修（研修履歴のカルテ化） 

○ 教員のさらなる資質・指導力の向上に必要な研修の分野や領域を検討す

るためには、過去の研修状況の把握が不可欠であり、研修履歴を資料とし

て積み重ねていく仕組みづくりが必要である。 

○ 教員一人ひとりの研修（教育行政当局が提供する研修、民間団体で行う

研修、校内研修や自己啓発の研修、大学院等での学修等）の履歴をデータ

化し個人カルテにまとめる必要がある。 

○ どういう研修を受け、どのような成果を上げたかを人事施策の運用とリ

ンクさせる仕組みが必要である。 

○ 特に、大学院派遣等については、これまでの研修成果や学校での実績に

配慮した人選を行うべきである。 

 

 

⑥ 人事異動によるバックアップ 

○ 中長期的な人材育成のためには、どの段階で大規模校に配置するか等、

計画的な人事異動や配置が必要である。 

○ ＦＡ制度や公募制度等、意欲を引き出す仕組みも検討してはどうか。 

○ 採用１０年までは、小規模校、中規模校、大規模校に配置し、その後は

自分の希望する学校規模に異動するシステムづくりが検討できないか。 

○ 集中的な育成期間には、子どもの成長を見届け、地域ともつながる教員

としての力量を育てるため、一つの学校で勤務させるべきである。 

○ 集中的な育成期間における指導教員の配置を検討する必要がある。 

 

 

⑦ 教育施策と研修の一体化 

○ 学校が混乱なく教育活動と研修に取り組むことができるように配慮すべ

きである。 

 


